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報道関係者 各位 

「在宅医療・介護連携のための市町村ハンドブック」 

の公表について 

 

国立長寿医療研究センターでは、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の中で医療と介

護の連携を推進していくため、今後、国、都道府県の支援のもと市町村が主体となって、地域の医

師会等と連携しつつ在宅医療と介護の連携を進めていくための具体的な手法について、平成 23

年、24 年度在宅医療連携拠点事業より得られた知見をもとに、日本医師会等の有識者から助言を

得つつ、厚生労働省と協議の上、「在宅医療・介護連携のためのハンドブック」を作成いたしまし

た。 

国立長寿医療研究センターホームページに掲載いたしましたので、お知らせいたします。 

  http://www.ncgg.go.jp/zaitaku1/handbook/index.html 

 

※厚生労働科学研究費補助金 地域医療基盤開発推進研究事業 

「在宅拠点の質の向上のための介入に資する、活動性の客観的評価に関する研究」 

の成果として取りまとめたものです。 
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在宅医療・介護連携のための市町村ハンドブック（概要） 

 

【作成の趣旨】 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の中で医療と介護サービスが一体的に提供

されることが必要であり、そのためには医療と介護の連携をさらに推進していく必要があ

ります。このハンドブックは、今後、国、都道府県の支援のもと市町村が主体となって、

地域の医師会等と連携しつつ在宅医療と介護の連携を進めていくにあたって、その具体的

な手法について平成 23、24 年度に実施された在宅医療連携拠点事業の成果等をもとにま

とめたものです。 

ハンドブックの内容については、多くの市町村でご活用いただけるよう配慮しておりま

すが、市町村の状況は様々であり、それぞれの地域における将来的な在宅医療・介護連携

のあり方を見据えた上で、地域の実情にあった取組を実施していただきたいと思います。 

 

【対象者】 

市町村職員 

在宅医療・介護連携を市町村と協働で実施する医師会等の団体の職員 
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